大阪社会保障推進協議会

規約

第1条(名称および構成)

　この会は、「大阪社会保障推進協議会」(略称:大阪社保協)と称し、労働・市民・業者・農漁民・婦人・青年・学生団体・社会保障関係団体・文化事業団体および地域社保協など、会の趣旨に賛同するすべての団体・個人で構成する｡

第2条(事務局)　

　この会に事務局をおく。会の事務所は国労会館内におく。

第3条(目的)

　この会は、日本および大阪における社会保障を拡大するための諸活動を推進する。

第4条(運動ならびに事業)

　この会は、前条の目的を達成するために、次の運動や事業を行う。

(1) 人間らしく生きるために権利としての社会保障を守り拡充するためにも真の社会保障制度を確立する運動を推進する。

(2) 前項達成のため、目的を同じくする団体との提携を深め、統一的運動を推進する。

(3) 日本の社会保障制度および大阪府における社会保障の実態の調査・研究を行う。

(4) 教育啓蒙活動を推進するための機関紙の発行、情報の提供、研究・討論集会等の開催とあわせて、民主的な研究者(研究機関)、法律家などの専門家との協力・共同をすすめ、「権利としての社会保障」を学び広げる運動を推進する。

(5) その他、必要な事業および運動を推進する。

第5条

　この会は、次の機関をおき、円滑な運営をはかる。

　総　会　　幹事会　　常任幹事会

(1)総会

　①総会は、この会の最高議決機関で、毎年１回　

　　開催する。

　②総会は、この会の決定に基づいて、会長が召

　　集する。会長は総会開催の少なくとも１ヶ月

　　前に各構成団体(個人)にその開催を通知しなければならない。

　③総会は、加盟団体各1名以上の代表と、幹事

　　で構成し、過半数以上の出席によって成立す

　　る。

　④総会の議事は、出席者の過半数の賛成で決定

　　する。ただし、規約は３分の２以上の賛成を

　　必要とする。

　⑤臨時総会は、次の事由が発生した日から50日以内に会長が召集する。

　　Ⅰ.常任幹事会または幹事会が必要と認めた

　　　とき。

　　Ⅱ.構成団体(個人)の３分の１以上が理由を　

　　　明らかにして、書面で開催を請求したとき。

(2)幹事会

　①幹事会は、この会の総会に次ぐ議決機関で、　

　　総会から次期総会までの間、総会の決定の遂

　　行に必要な事項や、情勢の変動によって生じ

　　た事項を決定する。

　②幹事会は、各加盟団体の代表１名で構成され

　　る。幹事会は、構成員の過半数の出席によっ

　　て成立し、その議事は出席構成員の過半数の

　　賛成で決定する。

　③幹事会は、原則として3ヶ月に1回開催する。　

　　ただし、常任幹事会が必要と認めたとき、ま

　　たは、構成団体(個人)の3分の1以上から請

　　求があったときは、臨時に開催する。

　④幹事会は、常任幹事会の決定に基づいて会長

　　が召集する。

　⑤会長は、定例幹事会の場合は少なくとも2週間前に議題を示してその開催を通知し、また臨時幹事会の場合は20日以内に召集しなければならない。

(3)常任幹事会

　①常任幹事会は、総会および幹事会の決定方針

　　に基づく執行機関で、大阪社保協の業務や財

　　政収支等に関わる執行方針を決定するととも

　　に、幹事会の開催までの間の緊急要件につい

　　て審議し、決定する権限を持つ。

②常任幹事会は、総会および幹事会に対して責　

　任を負うともに、それらの開催を準備し、議

　案を作成する。

　③常任幹事会は、総会で選出された役員(会計監　

　　査をのぞく)で構成する。

　④常任幹事会は会長が主催し、必要に応じて随　

　　時、または構成員の3分の1以上から請求が

　　あったときに会長が召集する。

　⑤常任幹事会は、構成員の過半数の出席によっ

　　て成立し、その議事は出席構成員の過半数の　　　

　　賛成で決定する。

(4)事務局

　①本会の日常業務を処理するために事務局を置

　　き、事務局長がこれを統括する。

　②事務局員の任免は、常任幹事会の議を経て会

　　長が行い、総会または幹事会の承認を受ける。

(5)専門部局

　幹事会の決定に基づき、その業務遂行に必要な

　専門部局を置くことができる。

第6条(役員および顧問)

(1) この会に次の役員を置く。

会長　　　　　　　　1名

副会長　　　　　　　若干名

事務局長　　　　　　1名

事務局次長　　　　　若干名

会計　　　　　　　　1名

常任幹事　　　　　　若干名

会計監査　　　　　　若干名

1 会長は、本会を代表する。

2 副会長は、会長を補佐し、会長の事故あるときはこれを代行する。

3 事務局長は、本会の事務局を統括する。

4 事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故あるときはこれを代行する。

5 会計は、本会の財政業務を統括する。

6 常任幹事は、各種業務を分担する。

7 会計監査は、本会の会計を監査する。

(2) 役員の選出と任期

1 役員は総会で選出する。

2 役員の任期は、総会の翌日から次の総会の終了日までとし、再任を妨げない。

3 役員に欠員が生じた場合は、(臨時総会または)幹事会でその補充を行うことができる。補充された役員の任期は、前任者の任期とする。

(3)顧問

1 定期総会の議を経て、若干名の顧問を置くことができる。

2 大阪社保協常任幹事会が「大阪社保協(準備会時代を含む)運動に貢献した人」の基準に基づき、推薦候補を決め、定期総会の承認を得る。｢任期｣は「役員の任期」と同じとする。

3 顧問は、大阪社保協運動の助言を行うことができる。

第7条(財政)

(1) この会の財政は、次にかかげる会費、分担金ならびに補助金および寄付金、その他でまかなう。

1 会費は、各構成団体（個人）が、別に定める額（団体会費月額１口1320円、地域社保協会費年額19000円、個人会員月額１口500円）を、原則として毎月末までに納入する。
2 分担金の徴収は、総会または幹事会で決定し、また事業および諸活動を行う場合、そして寄付金の納入は幹事会に報告する。
3 賛助金は、団体加盟は出来ないが、社保協の趣旨に賛同していただける賛同団体から得るものとする。

(2) この会の会計年度は、毎年1月1日から12月

　末日までとする。

(3) この会の会計帳簿・貯金通帳・現金、その他の財産を保管する責任は、会計が行う。なお、この会の財産の管理および諸経費の収支に関する事項は、常任幹事会の承認の下に処理されなければならない。

(4) 会計監査

会計監査は、この会の会計について、毎年1回以上の中間監査および年度末監査を行い、その結果を総会および幹事会に報告しなければならない。

第8条(付則)

(1) この会の規約は、総会の議決を得なければ改廃(変更)できない。

(2) 昭和35年2月17日より実施の「大阪社会保

　障推進協議会会則」は同会則8条に基づき、本

　総会(1990年12月15日)において廃止すること

　とする。

(3) この会の規約は、1990年12月15日から実施

　する。

以上

	「個人加盟の内規」について

1. 加入―大阪社保協加盟団体または幹事会の

　　　　　推薦による。

2. 会費―月額500円(年額6,000円)

3. 権利―諸会議への参加、機関紙への投稿な

　　　　 どをすることができる。

4. 特典―各種パンフ・機関紙等が無料で配布

　　　　　される。

5. 退会―退会の意思を表明する場合、会費2

　　　　　年間未納の時
「地域社保協会費減額制度の内規」について

地域社保協からの申し出により個別相談に応じ、減額率については、その地域社保協の財政状況に照らし、事務局会議で検討を行い総会または幹事会で決定する。

なお、長期にわたり活動休止中の団体（地域社保協など）については、①活動休止中の地域社保協の会費は請求しないこととする②請求しなかった会費の取り扱いは総会または幹事会で決定する。




　

· 1990年12月15日制定

· 1992年2月1日一部改正

· 1995年2月18日一部改正

· 1997年2月8日一部改正

· 2000年3月4日一部改正

· 2011年3月5日一部改正

　　

